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平成２９年度宝塚市政に対する要望 

 

 

 

１．宝塚市産業振興基本条例に基づく政策の策定と 

宝塚商工会議所と協働する産業振興施策に対する分担等の考え方について 

 

 

  市内産業の振興について、宝塚市産業振興基本条例に照らし、基本目標の

達成に向けた具体的展開施策を示されたい。たとえば宝塚市における融資枠

を除いた商工予算は非常に少なく、製造業における生産性向上や経営革新の

ための補助金の拡大や、商店・商業団体・商業街区におけるイベントＰＲ等

や小規模事業者経営改善貸付の金利補助など、既存事業者への支援策も考慮

され、補助金の充実に注力いただきたい。 

つぎに、経営改善普及事業の趣旨を踏まえ、必要な措置を講じるよう要望

します。 

 一昨年施行された「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関

する法律（小規模支援法）」による伴走型経営発達支援法の実施は、地方商

工業の発達支援の総合的な改善発達をさらに一歩進めるものですが、中小企

業・小規模事業者の経営課題が高度化・複雑化するなか、商工会議所は専門

家や行政等の支援策を活用しながら、自らの指導力を高めていくことが求め

られています。さらに、創業や事業継続、事業再生の支援を実施するほか、

地域経済活性化に繋げる面的支援も同時に展開することが求められており、

その果たすべき役割や期待はより大きなものとなっています。 

 こうした業務の幅や量が拡大し続けるなか、当商工会議所として、これら

の業務を担う経営指導員の能力向上を図っていますが、商工会議所での経営

指導員の設置数は据え置かれたままであり、人的資源の不足が最大の課題と

なっています。 

 ついては、相談指導体制の充実・強化を図るため、経営指導員の増員、あ

るいは経営指導員に準ずる職員に係る人件費補助、さらに各種手当を含む補

助単価の引き上げ等、人的な面に対する財源拡充を県等に働きかけるなど、

支援を強化されるとともに、地域活性化に資する産業振興予算の拡大に格段

の配慮をお願いしたい。 
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２．都市機能の維持強化の具体策について 

 

 

  昨年度の要望に対し、本市北部地域では新名神高速道路の開通に合わせ、

周辺県道の整備や生活インフラ整備等人口減少に歯止めをかけ、活気あふれ

る地域づくりを目的として、北部地域まちづくり基本構想の策定に取り組ん

でおられるとの回答を得、期待しているところですが、その実現に向けての

取り組みを加速されたい。 

 また、南部地域では武庫川渡河部を中心に、幹線道路での交通渋滞が課題

であるとの認識の下、都市計画道路及び幹線市道等の総合的な道路網の効果

的な整備につき検討を重ねられ、来年度には一般市道を合わせた総合的な「道

路網に係る基本方針」を早急に取りまとめ、南部工業関係の物流等、既存事

業者に与える操業環境の変化に対応が必要な道路整備に力点を置いて頂くよ

う強く要望します。 

 また、観光・産業振興の観点から、大型バス通行規制等の緩和や 宝塚市内

での大型集客施設整備による宝塚市役所周辺及びガーデンフィールズ跡地等

の交通量の増大に備えるため、国道１７６号（宝塚市清荒神）・尼宝線の整備

を兵庫県へ強く働きかけられたい。 

 

 

 

３．将来の産業構造と既存事業者への支援について 

 

 

  当市は、小規模事業者が大多数を占め規模の大きい事業所が少なく、製造

業などの事業所が集積しにくい環境にあります。したがって、既存事業者が

他地域の競合する事業者との競争に勝ち抜き事業を伸張できる操業環境づく

り、そして企業誘致は喫緊の課題となっています。 

  まずは、雇用を維持・創出しまちの活力を担う工業振興の観点からダイナ

ミックな構想、計画を策定し、２３万都市の工業核等の形成に向け長期的な

展望を示されたい。 

 また、産業振興に繋がる水道料金の将来的な負担のあり方について、操業

環境づくりの支援のため、受益者負担の観点から、逓増度を緩和する料金体

系の見直しに積極的に取り組まれたい。 

 そして、まちの活力を生む産業の集積が図れるよう、採石場跡の未利用地

等に産業者が進出を計画できる環境整備に全力を傾注されたい。 
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４．宝塚市公契約に関する条例（案）について 

 

 

宝塚市公契約に関する条例（案）づくりは、市民・企業市民が安全・安心

な社会生活を過ごせるよう、また市内で経済が循環するようつくり込んでい

くものだと思います。 

  今一度、以下の点について、時間をかけ、市内事業者の意見を反映した公

平で透明なものにしていただきたい。 

 

  ①第３条基本方針の第１項に、「公契約の公平性、透明性及び競争性を確保

すること。」とありますが、そもそも条例（案）の策定の経過から５年６

ヵ月も経ち、事業者への説明がパブリックコメントの１ヵ月前というの

は遅きに失していると思われます。 

  ②条例の公平性、透明性を謳うならば、以前より市内事業者との意見交換

が無ければ成し得ないことであり、この経緯経過の中でどのような調査・

検証が行われ事例研究がされたのかを示すとともに、今年５月に実施さ

れた事業者アンケートの結果について回答者側に十分に説明し理解を得

られたい。 

  ③第９条の適正な履行水準、第１０条の適正な積算根拠というのは、何を

もって適正とするのか。国や県に準ずるということなのか、また他に水

準や根拠を持つということなのか、具体的に示されたい。 

  ④第１５条の第１項と第２項の順番は逆ではないかと思われます。市が市

内事業者の発注機会の確保を行い、適切かつ合理的な規模による発注を

実施することにより、事業者の事業の伸長や地域経済の活性化が図られ、

その力をもって初めて災害時その他の緊急を要する事態における地域社

会への貢献が可能となります。疲弊した事業者には貢献への気持ちはあ

ってもその力は発揮されません。 

  ⑤第１８条第２項に、市長は公契約の適正化を図るため必要な事項につい

て、「宝塚市入札監視委員会」に意見を求めるとありますが、適正化を図

るならば事業者代表や労働者代表の委員参入があるべきです。 他市では

そういった体制を構築し論議を深めるプロセスを経て条例制定されてお

り、宝塚市においても他市同様に丁寧に取り組まれたい。 

  ⑥賃金額は使用者と労働者の間で経営者の裁量によって決めるべきであり、

条例（案）に賃金条項を規定しなかったことは評価できると考えていま

す。 
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  次に工事請負、役務の提供などの業務委託等の契約に係る最低制限価格を、

近隣市と同様、国・県が示す設計・積算基準等に基づいて設定することや、

公共工事の発注の際は入札参加可能な市内業者が少ない場合でも近隣市と同

様に一定以上の有資格参加者があり競争性が確保できるのであれば入札でき

るようにすることなど、地域経済の循環を図るためには、市内事業者優先な

どの取り組みが安定的に進められる枠組みの構築が必要ですが、この条例制

定を機に実施しようとする入札制度の改革の取り組みを示されたい。 

 

 

 

５．宝塚ホテルの移転に伴う周辺環境の変化について 

 

 

  永年当市のシンボルとして市民にも親しまれた老舗ホテルである宝塚ホテ

ルの移転計画が発表され、一部の市民から存続の声が挙がるなど、その影響

による波紋は大きく広がっています。 

 周辺地域はホテルと共に発展し、永年にわたり観光宝塚の玄関口としてそ

の役割を果たしてきました。最近では再開発ビルの老朽化により商業機能も

著しく低下し、抜本的な再生が望まれるようになりました。今回のホテル移

転計画を契機とし、中心市街地としての南口地区の再整備等について地域と

十分に対話を図りながら検討されたい。 
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６．国際観光都市に相応しい機能の創出について 

 

 

 昨年の外国人観光客数は、1,974 万人と当初の予測を大きく上回るペース

となり、政府は、東京五輪が開催される 2020 年での外国人観光客数の目標を

当初の 2,000 万人から倍の 4,000 万人とし、外国人観光客数増加施策を積極

的に進めていますが、宝塚市はその恩恵にあずかっているとは決して言えな

い状況にあります。また、政府は、2025 年大阪万博の誘致に向け立候補の調

整に入ったとのこと。続く好機を逃すことなく、宝塚の活性化につながる取

り組みを各機関と連携しながら進めていただきたい。 

 市内各地の優れた観光資源を、「個々の点」ではなく、「周辺資源と連携し

た面」としてのＰＲを強化されるとともに、西谷地域を中心に６次産業化の

推進による体験型観光拠点の整備、また、旧福知山線廃線敷の魅力度アップ

に更なる支援を拡充されたい。 

 また、観光資源情報発信の充実や多言語表記の推進等、外国人旅行者の利

便性向上に資するため進んで情報のデジタル化に注力されたい。 

  さらに、市が事務局を有するイベント、例えばハーフマラソンの開催など

は、京都市のように前泊の市内観光を取り入れるような企画をし、観光振興

につなげていただきたい。 

  そして、市内で全国的、世界的なイベントを誘致し開催される場合、関係

機関に情報を早期に提供し連携に努めていただきたい。 

  観光客へのインフォメーション不足を改善する機能として、観光アプリケ

ーション等の普及を図る都市機能の充実に努められたい。 
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       経済活性化常任委員長     温井  甚佑  （㈱エフエム宝塚） 

       広報常任委員長           神尾  友治  （㈱ファミリーエイジェンシー） 

       会員福利厚生常任委員長   川口  義孝  （㈱売布建設） 
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       建設・植木部会長         龍見  治彦  （㈱タツミ測量設計事務所） 
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       観光文化部会長           小早川  優  （㈱若水） 

       理財士業部会長           門田  安正  （門田安正税理士事務所） 

       サービス部会長           藤井  泰生  （仁川理容） 

 

       青年部会長               寺本  達也  （山田建設興業㈱） 

       女性会会長               松本  千代子（まつ本） 

       西谷支部長               二井  久和  （ＮＩＩ建築サービス） 

 

 

 

 

 

 

 


